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論　文

†京都大学大学文書館助教

電子記録の選別と鑑定：
日本における実践指針の提示

橋本　陽†

はじめに
　世界で作成される電子データの総量は年々増加

し続けている。2020年にはすでに64ゼタバイト

に達し、2025年までには175ゼタバイトに到達す

ると予測されている（1）。１ゼタバイトは100万ペ

タバイト、１ペタバイトは 1000 テラバイト、さ

らに１テラバイトは1000ギガバイトであること

を考えれば、まさに天文学的な数字であるといえる。

　アーカイブズ学において、データとは「情報の

中の意味のある最小単位」（2）を意味し、データが

構成する電子情報の中でも、アーカイブズの保存

対象の中心となるのは、文書や記録となるデータ

の集合である。アーカイブズが扱うのは、データ

の中でも限られた種類のものになるとはいえ、世

界レベルでのデータの増量と比例するかたちで、

その保存の総量が増え続けることは間違いない。

　アーカイブズにおいて保存の容量と密接に関わ

る機能が「評価選別」である。作成されるすべて

の文書や記録をアーカイブズの保管庫で受け入れ

ることは不可能であり、保存対象を永続的価値が

あるものだけに限定するため、「評価選別」の方

法論は発展してきた。その結果、海外では組織や

個人の機能分析とその評価を基礎としたマクロ評

価（Macro-appraisal）（3）が生まれ、実践されている。

一方で、物理的なスペースが必要となる紙の資料

の保存とは異なり、電子の状態であれば、ストレー

ジのコスト低下により、全量保存が可能となり、「評

価選別」も不要になるとも考えられる。

　この保存容量の問題とは別に、電子記録の真正

性の評価も「評価選別」に加えなければならない

との主張も見られる。この点を特に強調するのが、

インターパレス・プロジェクト（InterPARES 

Project、以下インターパレスと略称）である。

インターパレスは、世界中の研究者と専門家が参

加し、長年にわたって電子記録の問題を扱ってき

たプロジェクトであり、アーカイブズ学における

電子記録の研究の発展に大きく寄与している。イ

ンターパレスは、文書（Document）と記録（Record）

を区別し、記録を「実際の業務／活動の中で、そ

の手段または副産物として、作成するか、または

受け取り、行動や参照のために取り置いた文書」（4）

と定義する。記録は文書の一種であり、文書が記

録となることで、証拠としての信用価値を持つ。

信用価値の中に含まれる記録の特性の１つが真正

性であり、電子記録の「評価選別」には、アーキ

ビストによる真正性の評価が必要になるとインター

パレスは主張している。

　本稿は、ここであげた保存容量と真正性の２つ

の観点から、電子記録の「評価選別」について考

察する。近年、日本のいくつかのアーカイブズは、

電子文書に「評価選別」を行い、その受け入れに

着手している。さらに、2021年に公文書管理委員
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会デジタルワーキング・グループが報告書『デジ

タル時代の公文書管理について』（5）を公表するなど、

電子文書を電子の状態のままアーカイブズに移管

するための取り組みが大々的に始まった。したがっ

て、現時点において、電子記録の「評価選別」を

検討し、どのようにして受け入れる量を絞り込む

のか、または絞らなくてもいいのか、そして、ど

のようにして受け入れる電子文書が真正性を持っ

た電子記録であると判別するのかという論点につ

いて整理しておくことは無駄ではないだろう。特

に真正性の評価については、国内においてさほど

注目されていないが、電子記録に真正性がなければ、

権利の保証や研究の典拠にも使用できないデータ

をただアーカイブズが抱え込むことになるため、

決して軽視できない問題となる。この問題に向き

合うため、真正性について多くの成果を残してい

るインターパレスの文献によって「評価選別」を

検討する。

　インターパレスの成果の中でも着目したのは、

国際アーカイブズ評議会（International Council 

on Archives、ICA）と共同で作成、公開された

Digi ta l Records Pathways : Topics in Digi ta l 

Preservation（6）である。これは教本の一種であり、

合計で８つのモジュールから構成され、電子記録

の長期保存に関する基本が書かれている。ここでは、

「評 価 選 別」に つ い て 記 載 さ れ る‘Module 5: 

From ad hoc to Governed － Appraisal Strategies 

for Gaining Control of Records in Network 

Drives’（7）（以下、「モジュール５」と表記）を取

り上げる。教本レベルの内容をあえて参照するの

には理由がある。まず電子記録の真正性の評価を

「評価選別」に加えるという考え自体が国内では

なじみが薄いためである。もう１つが、Digital 

Records Pathwaysには具体的な手順が記されており、

どのようにして真正性の評価を含む「評価選別」

を実行するかがわかりやすく、さらにはどのよう

な点から現在の日本の実務に取り込めるかが検証

しやすいためである。これを基点とし、国内でも

先行研究の多いマクロ評価の議論と結びつけなが

ら、国内における電子記録「評価選別」の実践指

針を立てることを目標とする。

　この実践指針の作成に向け、最初に「評価選別」

やそれに関する用語、そして「評価選別」の示す

範囲について確認する。続いて、電子記録の評価

について、国内と国外の先行研究をまとめる。また、

日本において「評価選別」を規定してきた枠組み

について振り返り、電子記録を評価する上で修正

しなければならない点を検出し、それをもとに実

践指針を立てることとする。

１　「評価選別」とその関連用語の確認
　「評価選別」には、評価と選別という２つの行

為が含まれている。しかし、現在では、一般的に

英語圏のアーカイブズ学の用語であるアプレイザ

ル（Appraisal）の訳語として使用されている（8）。

この点について、阿久津美紀は、評価をアプレイ

ザル、選別をセレクション（Selection）として区

別し、両者の意味の異同について解説している（9）。

また、Appraisal の訳語として「評価選別」を使

うのを避けるためか、アプレイザルというカタカ

ナ表記で対処する専門家も確認される（10）。

　欧米における用語の意味と合意事項を調べるに

は、アーカイブズ学の用語辞典であるEncyclopedia 

of Archival Science（11）が役立つ。この辞典の編者

と各項目の著者には、英語圏だけでなくヨーロッ

パの専門家も含まれるためである。これを参照す

れば、アプレイザルとは「記録群を価値づける」（12）

行為であるのに対し、セレクションとは「１つの

記録群作成者のところから特定の記録群を選び、

アーカイブズの保管庫の中で安全に保存するため

の機能」（13）を指す。この「特定の記録群を選」ぶ

ために「記録群を価値づける」アプレイザルが行

われる。このように、評価と選別は異なる機能を

指すため、今後は国内でも「評価選別」という表
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現については、再考されるべきだと判断される。

本稿では、奇異な語感であることは間違いないが、

あえて「評価選別」との違いを明確化するため、

アプレイザルの訳語を鑑定（14）、セレクションの訳

語を選別と表記する。さらに、この用法にしたがい、

Macro-appraisalはマクロ鑑定と表記する。一方で、

日本の方式については、引き続き「評価選別」と

表し、鑑定および選別と区別する。

　選別と鑑定の語義について、「モジュール５」

を参照しもう少し掘り下げる。それによれば、選

別とは、「永続保存システム内の鑑定戦略、監査

の手続き、および処分の規則と手続き、ならびに

記録群の選別を効果的に行うために必要なツール

と仕組み」（15）であると定義される。永続保存シス

テムとは記録群を長期保存するためにアーカイブ

ズが運用するシステムであり、監査とは記録群の

鑑定結果の再検討、処分とはアーカイブズへの記

録群の移管あるいは廃棄の決定を意味する。一方で、

鑑定は「保存の期間と条件を決定する目的で記録

群の価値を評価する過程」（16）と定義される。保存

の期間と条件の決定には、日本でいわれる「リテ

ンション・スケジュール」または「レコード・ス

ケジュール」の作成が含まれる。ここでは、リテ

ンション（Retention）を保管、「リテンション・

スケジュール」を保管スケジュールと表す。また、

選別と評価の関係性は次のように記される。

選別とは、その活動の一部として鑑定を含む、

より包括的な活動であると理解される。選別は、

広範囲にわたる管理の枠組みを定める全般的な

枠組みであり、鑑定基準の設定、電子記録の真

正性をどのように評価するかの手順、鑑定され

た記録の監査に関わる手順、および記録の実際

の処分（認可された上での記録の廃棄または保

存者の管理下への記録の移管を含む）の実施に

関わる手順の観点から、鑑定戦略を明確にする

ものである（17）。

ここでいわれる保存者とは、アーカイブズなど記

録群の長期保存を請け負う機関を指す。

　続いて、「評価選別」と選別・鑑定が持つ機能

の違いを明確にするため、そこに含まれる実務の

範囲について言及する。国内あるいは欧米など大

きな領域の傾向について扱うが、もちろんその中

に異同があるのは間違いない。ここでは、大まか

な概要での比較においても、見てとれる違いにつ

いて述べる。

　日本における「評価選別」は、概ね、現用期間

が永年、あるいは現用期間が不特定でありつつも

長きにわたる長期と判断されたもの以外の有期限

文書が対象となる。これは、現用文書の保管期間

の満了前後で、アーカイブズが移管か廃棄かの処

分を決定または助言する過程を指すのが、大学や

地方自治体のアーカイブズでは一般的である（18）。

一方、国立公文書館は、保管期間満了前の段階に

おいて、保管スケジュール内に行政機関が措置、

つまり処分について記載しているかを監査すると

ともに、行政機関に処分をどうするかについて助

言するものと説明している（19）。また、日本の「評

価選別」に共通するのは、行政文書ファイル、法

人文書ファイル、あるいはフォルダーや簿冊など、

ICA の定める「フォンド、シリーズ、ファイル、

アイテム」の階層でいえば、ファイル単位の記録

群で決定されるという点である。

　欧米の選別と鑑定については、英語、フランス語、

イタリア語、ドイツ語の基本書を参照した。

　英語の基本書では、選別よりも鑑定に焦点が当

てられる。まずエリザベス・シェパードとジェフ

リー・ヨーによれば、マクロ鑑定に代表される記

録群のコンテクストの評価によって、シリーズ単

位の記録群の保管期間を設定し、最終的に、組織

内の部署別に保管スケジュールが作成される。こ

の保管スケジュールは、トリガーという保管期間

の起算方法をどうするか、どれくらいの期間を現
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用あるいは半現用にするか、そして処分をどうす

るかをシリーズ別にまとめた一覧となる。さらに、

コンテクストの評価に伴う組織の機能分析によっ

て、現用期間における記録群の分類体系を構築す

ることもできる（20）。より最新の方法について紹介

したパトリシア・C・フランクスもまた、記録群

とそのコンテクストの評価を経て、シリーズ単位

の保管スケジュールが作成されると述べている（21）。

このほか、オーストラリアについても、ジャッ

キー・ベッティントンが、マクロ鑑定の結果、シ

リーズ単位を中心とした保管および処分基準

（Retention and Disposal Authorities、RDAs）が

作成されると説明している（22）。このRDAsは、保

管スケジュールと同じ性質を持つ。

　イタリアについては、マリア・グエルチョが、

用語としては選別（Selezione）を用い、選別によっ

て、記録群の長期保存か廃棄を決定するために、

それらの保管期間が定められるとした上で、選別

のために記録群作成のコンテクストや機能の評価、

つまり鑑定が行われると整理している（23）。さらに、

その結果、現用段階の記録の分類体系をもとにして、

保管と廃棄のリストが作られる（24）。グエルチョの

主要な典拠の１つであるルチアナ・ドゥランティ

の著作を見れば、このリストは、主にシリーズ単

位を基点として、保管期間と処分の方法が追記さ

れることがわかる（25）。したがって、それは、保管

スケジュールの役割を果たすとみなすことが可能

である。

　フランスについては、フランスアーキビスト協

会の入門書によれば、鑑定（Évaluation）とは、

保存か廃棄を決定する選別（Sélection）を実施す

る前に、記録群の重要性を測定する作業を意味す

る（26）。この鑑定はまた、保管期間の決定にも影響

する（27）。さらに、記録群やファイルに相当するフ

ランスの単位であるドシエ（Dossier）から構成

されるカテゴリー別に、保管期間や予定される選

別方法などを記載した保管一覧（Référentiel de 

conservation）が作成される（28）。いうまでもなく、

これは保管スケジュールと同じ性質のリストであ

る。

　最後にドイツの例を確認する。カタリーナ・

ティーマンによれば、鑑定（Bewertung）は、アー

カイブズで保存する価値のある（Archivwürdig）

記録の選定を指す（29）。この鑑定は、現用期の保管

期間が切れたときに合理的に行えるとされている（30）

ため、日本の「評価選別」と近い機能であると判

断される。一方で、電子記録の鑑定について触れ

る中で、保存価値のある記録群が秩序と構造を伴っ

て移管されるには、記録管理システムが導入され

る早期からアーカイブズが関与する必要があると

指摘している（31）。この関与はどこまでの範囲を指

すかは明確にされていないが、電子記録については、

現用段階が終盤を迎えるまでに鑑定に着手してお

くことの重要性を示唆しているとも捉えられる。

　これまでの議論をまとめれば、日本の「評価選別」

とドイツの基本書が示す鑑定には類似点があり、

処分についての評価が中心を占めている。一方、

英語、フランス、イタリアの基本書によれば、鑑

定には、処分以外にも保管期間の査定も含まれて

いた。さらにフランスでは記録群あるいはファイ

ルから構成されるカテゴリー、それ以外ではシリー

ズを核とした保管スケジュールが作成されている

ことが確認された。

　このような違いを踏まえた上で、電子記録の選

別と鑑定を扱った主要文献について検討する。

２　日本の先行研究
　電子記録の「評価選別」については、海外、中

でも英語圏の動向をまとめた研究が目立つ。そう

ではないものの中で特徴のある研究をあげれば、

大城博光が、電子記録を書き込む記憶媒体のコス

ト低下により、全量保存が可能になり、「評価選別」

は不要になると評している（32）。このほか、後藤真

も同様の考えのもと、アーカイブズの業務はデー
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タの検索性の向上、検索したデータと資料群の構

造との連結および長期保存体制の構築へと変化す

ると述べている（33）。

　海外の動きを検証した研究の中では、坂口貴弘が、

紙の記録と違い、物理的な保管スペースが不要と

なる電子記録の「評価選別」の議論は、量よりも、

完全性、真正性、信頼性という証拠の問題に移行

すると説明し（34）、大城や後藤に近い見方を示して

いる。また、機能分析を基礎とするカナダのマク

ロ 鑑 定 や オ ー ス ト ラ リ ア の Designing and 

Implementing Recordkeeping Systems（DIRKS）

を取り入れ、早期に「評価選別」に取り掛かるべ

きだとする見解も出されている。主たる理由は、

長期保存すべき電子記録のフォーマットが保管期

間の間に陳腐化するのを防ぐためである（35）。これ

に加え、田嶋知宏は、マクロ鑑定に含まれる機能

分析によって、１ファイルごとの「評価選別」作

業を省略できると、コスト面の利点を説明してい

る（36）。さらに、早期の「評価選別」という点に関

わって、中島廉比古が、電子記録の作成とその保

管体系下への取り込みを検証することの重要性を

指摘した（37）。これらの観点のほか、大木悠佑は、

電子記録の持つ特性の変化についての定期的な再

評価が鑑定の議論に含まれるとともに、その一環

を担う機能分析が、記録群の業務分類体系と統合

され、保管スケジュールが作成されると海外の事

例をまとめている（38）。

　電子記録の「評価選別」に関わって、国内にお

ける具体的な動向を見れば、公文書管理委員会デ

ジタルワーキング・グループが、現用文書の保管

期間を最大30年から20年に短縮するよう推奨し

ている（39）。なぜ20年という期間が算出されたのか、

その根拠は明示されないが、公文書管理委員会の

第52回議事録によれば、イギリスにおいては、電

子記録の問題によって保管期間が30年から20年

に修正されたと述べられている（40）。これが根拠と

なって、イギリスの修正が公文書管理委員会デジ

タルワーキング・グループの判断に影響したのか

もしれない。しかし、イギリスにおける30年原則

見直しについての報告書によれば、20年にした主

要因は、現用文書の閲覧請求に応じることのでき

る情報公開法の影響により、公文書の公開時期を

早めようとする需要があったためである（41）。この

報告書が電子記録に言及したのは、公開時期をい

つにするかを調査する中で判明した「その他関連

事項」の１つとしてであり、そこでは10年以内で

の検証が推奨されている（42）。したがって、少なく

とも、第52回公文書管理委員会で示された見解は

妥当ではない。

３　欧米の先行研究と「モジュール５」
　日本国内における研究は欧米の成果を十分に検

討したことが反映してか、現用文書の保管期間を

20年にするという議論以外は、概ね欧米における

議論の要点が押さえられている。ここからは、国

内の論考では考慮されなかった文献を中心に欧米

の先行研究を確認した上で、「モジュール５」の

内容から電子記録の鑑定の具体的な方法について

まとめる。

　まず電子記録の全量保存については、アン・ギ

リランドもその方向性を模索するべきだと提唱し

ている（43）。これとは逆に、ヨーは、コンピューター

の計算能力、ストレージ容量、大量に抱える情報

管理にかかるコストの問題から、現状あるいは近

い将来において、全量保存は不可能であると述べ

ている（44）。また、鑑定や廃棄の積極的な意義を認

める見解もある。ドゥランティは、記録群作成者

による廃棄が繰り返されてきた歴史から、電子記

録にもその可能性が必然的に伴うため、十分に管

理された状態での廃棄を進めるため、選別や鑑定

が必要とされると説明している（45）。アメリカの文

脈において電子記録の処分の必要性を訴えるロバー

ト・J・ジョンソンは、大量の電子情報を抱える

ことで管理が行き届かなくなり、不要なストレー
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ジにかかるコスト、eディスカバリの対象となる

情報を多く保有することによる訴訟リスク、偶発

的な廃棄の可能性、不必要なアクセスの件数が上

昇するなど数々の問題点を指摘している（46）。

　電子記録の鑑定方法に関して、ジンファン・ニ

ウがアメリカ、カナダ、イギリス、オーストラリ

アの国立公文書館の事例を取り上げ、共通点として、

マクロ鑑定とミクロ鑑定が併用されていることを

明らかにしている。マクロ鑑定では、組織の持つ

機能と構造を分析するなど記録群を生み出すコン

テクストを評価する。ミクロ鑑定では、記録群そ

のものを評価する。この段階では、電子記録の

フォーマットの脆弱性や真正性が確認される（47）。

真正性の評価は、ドゥランティによれば、電子記

録の鑑定に起こった４つの根本的変化の内の１つ

である（48）。真正性の評価のほかに、保存実現可能

性の判断、早期の鑑定、鑑定の決定の監査が存在

する。ニウによれば、真正性の評価と保存実現可

能性の判断はミクロ鑑定に含まれるのに対し、早

期の鑑定と鑑定の決定の監査は鑑定の時期と手続

きに関する活動である（49）。これらについては、「モ

ジュール５」をまとめるところで、再度言及する。

　個人の電子記録にも、マクロ鑑定とミクロ鑑定

が併用される事例が確認される。イギリスのウェ

ルカム図書館では、マクロ鑑定によって機能や記

録群の構造を分析するとともに、ファイル単位の

ミクロ鑑定を用い、電子ファイルのフォーマット

の特定など技術的な問題を評価する（50）。つまり、

フォーマット特定という真正性の一部に関わる問

題は、ミクロ鑑定で対処しているわけである。

　バスマ・マフルーフ・シャボーらは、鑑定を補

佐するソフトウェアのフレームワークと概念実証

を構築することを目的とする研究の中で、鑑定に

３つの要素を見出している。それぞれ、信用価値、

利用可能性および代表性である。信用価値は電子

記録が証拠として信用するに値するのかを示す概

念で、真正性はこの中の特性の１つである。利用

可能性は主として検索できるかどうかと関わる。

代表性は、記録群作成者や記録群自体の重要性な

どコンテクストや内容を評価する要素である（51）。

これは、マクロ鑑定やミクロ鑑定で記録群の保管

期間と処分方法を決定することに関わるものであ

ると判断される。

　以上の議論を整理すれば、鑑定は量と質の２つ

の側面に分けられる。現在の段階では、全量保存

に向けた動きが具体化されているわけではなく、

アーカイブズが受け入れる量を制限するため鑑定

を行うという見方が一般的である。電子記録は大

量にあるため、電子記録作成のコンテクストを評

価するマクロ鑑定が実践されるか、あるいはその

導入が主張される。一方で、質の観点には、真正

性の評価が含められる。ここで用いられるのが、

記録群自体を評価するミクロ鑑定である。日々電

子記録が大量に作成されていることを考慮に入れ

るならば、マクロ鑑定で電子記録を絞り込み、処

分が移管に決定した一部の電子記録をミクロ鑑定

で処理するという手順をたどることになるだろう。

このような視点から、インターパレスとICAが作

成した「モジュール５」を検討するが、紙幅の問

題から、電子記録を鑑定するための具体的な手順

のみに焦点をあてて内容を確認する。

　「モジュール５」では、鑑定の責任は、記録群

作成部署と現用期間中に記録群を引き継ぎアーカ

イブズへ移管する部署とアーカイブズの両方にあ

るとされる。前者は記録群作成者と総称され、法

規や業務の必要性をもとに保管期間を決定し、保

管スケジュールに記録する。アーカイブズは、記

録群作成者の持つ短期の視点をこえて鑑定する。

鑑定は早期に、記録群が作成される時点で行われ

るとされる。その目的は、コンテクスト情報を文

書化すること、そして、データの消失や技術の陳

腐化というリスクを軽減するために長期保存が必

要になる記録群を早期に特定しておくことである。

早期の鑑定を終えた後は、監査を継続して行い、
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鑑定の判断や処分が実行されているかを確認する。

アーカイブズは記録群作成者との役割を分担しな

がら協働し、保管の機能がシステムに導入されて

いるか、システムについて適切な文書化がなされ

ているか、そして移管の時期、条件と手続きが特

定されているかを保証する必要がある（52）。

　鑑定は、電子記録群についての情報収集、電子

記録群の価値の評価、真正性のある電子記録群の

保存実現可能性の判断、そして鑑定の決定という

４つの業務から構成される。１つ目の情報収集は、

コンテクストの情報を集めることである。コンテ

クストには５つの種類があり、それぞれ記録群作

成者が属する法規や組織が何であるかを示す法規

／運営管理のコンテクスト、記録群作成者および

その使命、構造、機能を示す出所のコンテクスト、

記録群の作成を規定する業務手続きを示す業務手

続きのコンテクスト、フォンドとその内部構造を

示す文書のコンテクスト、最後に記録群が作成さ

れるハードウェア、ソフトウェアなどの計算機シ

ステムの特徴を示す技術のコンテクストである（53）。

　２つ目の電子記録群の価値の評価は、２つの要

素に分かれる。１つ目の要素は継続的価値の評価

である。記録群作成者の機能や構造、そして市民

と社会との相互関係を評価するトップダウン型の

方法や、記録群自体を扱うボトムアップ型の方法で、

継続的価値が決められる（54）。ここでいうトップダ

ウン型はマクロ鑑定、ボトムアップ型はミクロ鑑

定に該当する。この継続的価値の評価は、保管期

間と処分方法の決定に関係する。２つ目の要素は

真正性の評価である。真正性は、同一性と完全性

から構成される。同一性は記録が唯一無二のもの

と特定し、他の文書と区別できるかを示し、完全

性は記録が改ざんされていないかを示す。同一性は、

記録の作成者、起草者、受領者など作成に絡む主体、

作成日や発送日、また記録群に属する各記録の関

係性を示すアーカイブズ結合性などの属性から推

定される。完全性は、記録の作成、改訂や廃棄の

権限の設定、消失からの保護、記憶媒体の劣化や

技術の陳腐化への対策によって確認できる。真正

性が疑わしい場合は、追加の調査が必要になる（55）。

　３つ目の保存実現可能性の判断は、３つの活動

に分かれる。１つ目が、保存される記録の要素の

決定であり、真正性を確立する要素を特定する活

動となる（56）。電子記録の場合、記録を作成し保管

するシステムと付与されるメタデータがその要素

となる（57）。２つ目は、保存される電子構成要素の

特定である。電子記録は、再生時の見た目通りに、

記憶媒体上に書き込まれているわけでなく、読み

取り時に、分散して書き込まれた電子構成要素を

復元して表示される。したがって、どの構成要素

に記録として重要な要素があるのかを特定してお

くことが必要な場合がある。３つ目は保存要件と

保存能力の調整である。電子構成要素を保存して

いくためのシステムを構築できる能力のほか、専

門的人材と財源をどれだけ確保できるかを評価す

る（58）。

　最後に鑑定の決定である。これは長期保存され

る価値を持つ記録群を決定する業務である。鑑定

の中で作られる文書には、記録群の電子構成要素

のリスト、移管方法の決定、受け入れ可能な電子

ファイルのフォーマットおよび移管方法が含まれ

る。アーカイブズは、その鑑定文書に、コンテク

スト情報や鑑定の決定結果、真正性の詳細、鑑定

の基準と方法論を記述することが義務となる。鑑

定の決定がなされると、処分が行われる前までに、

記録群を監査し、定期的に再鑑定しなければなら

ない。記録群、コンテクスト、記録の保管環境の

変化などをアーカイブズは文書化する必要があ

る（59）。

　電子記録群の価値の評価において真正性が推定

できない場合の追加調査について、ドゥランティ

の知見によって補足する。この追加調査は、真正

性の検証と呼ばれる。この検証には、すべてのコ

ンテクストについての記録、およびバックアップ
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やコピーなどの情報源から入手可能な信頼できる

情報、場合によっては内容分析などの非常に詳細

な調査が要求される。もし真正性が不明であれば、

保存しないという選択肢も取ることができる（60）。

真正性の検証は、記録群自体を対象とするため、

ミクロ鑑定の業務に含まれるとみなせる。このよ

うな時間と労力を要する業務は、大量の電子記録

の全てに適用するのは実質不可能である。

　したがって、ISO 15489をはじめとする記録管

理の標準に準拠した電子文書と記録管理システム

（Electronic Document and Records Management 

System、EDRMS）を運用することが必須となる

のは間違いない。EDRMSによって電子記録の作

成時点から真正性を保証するメタデータを付与す

るとともに、形成される記録群をマクロ鑑定によっ

て評価しておくことで、電子記録群の抱える量と

質の問題を解決できるようになる。さらにいえば、

EDRMSを持つことが、保存実現可能性の判断に

含まれる３つ目の保存要件と保存能力の調整に寄

与することにもつながる。「モジュール５」にお

いて、EDRMS の導入方法が紹介されている（61）

のは、これが要因であると考えられる。

４　日本における実践指針
　日本の電子記録だからといって日本にしかない

特殊性があるわけではない。多くは、ワードやエ

クセルなど世界共通のソフトウェアで作成されて

いることを考えれば当然である。そうであれば、「モ

ジュール５」などの海外の成果は、日本の電子記

録の鑑定にも有効であると判断される。

　国内の先行研究においても、海外の事例が多く

取り上げられていたが、多くの機関で実践にはい

たっていない。ここからは、その実践を阻む要因

を探る。

　最初に鑑定の開示時期である。保管期間以外の

処分の方法が確定されるのが、ライフサイクル現

用期の終盤である。それを記録の作成時点にまで

早めなければならない。この問題については、特

に真正性の面で電子記録に脆弱性があることを記

録群作成者に訴え、理解を得る必要があるだろう。

また、現在のようにファイル単位で保管スケジュー

ルを作るのは、扱わなければならない点数が膨大

となり、労力と時間が著しく浪費される。これを

シリーズ単位に修正することが次の課題となる。

　振り返れば、日本における記録管理方法は明治

期以降、簿冊つまりファイル単位を基点としてき

た（62）。そのファイルの作り方にしても、明治期の

お雇い外国人であったパウル・マイエットは、レ

ジストリー・システムの発達したドイツ（63）との

違いについて指摘している。マイエットは、日本

の記録の区分方法はあまりに複雑で、１冊にまと

めるべき文書が保管期間の異なる別冊のファイル

に綴られて分離してしまうが、ドイツでは同一業

務別のファイルに記録が納まっていると述べてい

る（64）。保存年限が異なるために、同一業務に関わ

る記録が分散し、「評価選別」に悪影響を及ぼし

ているのは、現在の日本でも認識されている問題

である（65）。これは、先述した同一性の中の１属性

であるアーカイブズ結合性を弱体化させる結果を

招く。アーカイブズ結合性とは文書が記録として

認定されるための不可欠な属性であり、１つの記

録群作成者が同一業務を進める中で作成し、受け

取る各記録の間にある関係性のネットワークを指

す（66）。日本のファイルの作り方は、同一業務と絡

む記録であっても、保存年限別に綴じるファイル

をわけているため、それら記録の間にあるアーカ

イブズ結合性が弱体化していることとなる。

　保存年限別のファイルに分散している問題につ

いては、石原一則がシリーズ単位で保管スケジュー

ルを作成し管理していくことの必要性を指摘して

いた（67）が、日本では実現していない。シリーズ

単位にまとめていくことはアーカイブズ結合性保

護の観点からも有効である。同一業務に絡む記録

から構成されるファイルが１つのシリーズを形成
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していれば、そのシリーズによって業務の因果関

係を示すことができる。そのようなかたちで形成

されるシリーズは鑑定にとっても効果的である。

マクロ鑑定は記録群のコンテクストを、機能と機

能を構成する諸業務によって評価していくため、

業務別分類で作られるシリーズと相性が良い。さ

らに、シリーズ単位で鑑定し処分していくことで、

アーカイブズ結合性のまとまりを毀損せずに済

む（68）。もし、業務分類を反映したシリーズにおい

て、１冊のファイルを廃棄してしまえば、そのシ

リーズ内のアーカイブズ結合性が壊れ、そこにあ

るすべての記録から真正性が失われるといった危

険性が伴う。なお、ケースファイルなど、シリー

ズ単位でアーカイブズ結合性を表す記録が揃って

いるわけではないファイルについては、サンプリ

ングなどによってファイル単位での選別が認めら

れる（69）。

　したがって、記録の真正性を守るという観点か

らしても、欧米のように、鑑定の最小単位をシリー

ズとしながら、記録の作成段階つまりライフサイ

クルの初期段階から処分の方法までを記載した保

管スケジュールの完成を目指した選別を遂行する

ことが求められる。記録群の質の問題に対応する

ミクロ評価にかかる労力を考慮すれば、それを最

小限に抑えるため、EDRMSを導入し、そこで管

理される記録群の真正性は基本的に保証される仕

組みを構築しておくことが必要になる。EDRMS

には、保管スケジュール設定の機能も備わってい

るが、スケジュール作成に関与する記録群の分類

体系は、システムの利用者である記録群作成者や

アーカイブズ側が共同で構築できれば理想的であ

る。この構築において大きな役割を果たすのがマ

クロ鑑定である。

　マクロ鑑定は、国内では広島県立文書館での試

みがよく知られている（70）。その試みから、これを

忠実に実践するには多くの労力が伴うものと推察

される。しかし、大量に生成される電子記録を対

象にするとなれば、国内で慣例化したファイル単

位の「評価選別」を今後も継続し続けることは難

しいだろう。そのため、ある程度合理的な方法で

マクロ鑑定の骨子を国内における鑑定の業務に取

り込む方法が必要となる。

　マクロ鑑定の実践が難しいことは国外でも同様

のようで、それが生まれたカナダにおいても、相

当の工夫と時間が求められることがわかってい

る（71）。そのためか、マクロ鑑定の実践方法を対象

とした研究も複数確認できる。カナダでの事例を

検討したブライアン・P・N・ビーヴェンは、各

組織の実情に合わせてマクロ鑑定を導入すること

は、必ずしもその背景となる理論と齟齬するもの

ではないと述べている（72）。また、ヴィクトリア・

L・レミューは、ヘンリー・ミンツバーグが提唱

した組織構成に関する理論をマクロ鑑定に結びつ

け、機能分析過程の負担軽減を可能とするような

仮説を提示している。ミンツバーグは、組織構成

を次の７つの類型に分類した。それぞれ、１）起

業家型、２）機械型、３）多角型、４）専門家型、

５）革新的類型、６）宣教師型、７）政治的類型

である。レミューは、これらの類型別に同様の機

能が認められるだけでなく、重視すべき記録群の

タイプやその所在が類推できると説明する。つまり、

機能評価の対象となる記録群作成者がどの組織構

成に当てはまるかがわかれば、マクロ鑑定を行う

難易度を軽減できることになる（73）。

　今までの議論にビーヴェンとレミューの視点を

加え、日本の電子記録の選別と鑑定に関する実践

指針を提示する。まず、レミューの視点から、鑑

定する対象が、例えば企業組織であれば１）起業

家型、官僚機構であれば２）機械型、研究機関で

あれば４）専門家型など、どの組織構成のパター

ンに該当するかを調べることから着手する。さらに、

海外では保管スケジュールを公表している機関が

確認できる。自分が鑑定する機関の組織類型に該

当する諸々の組織の保管スケジュールを収集し、
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どのようなシリーズが、類似する機能を持つ組織

で形成されているのかを確認するのは、現用段階

でのシリーズ単位の管理に慣れていない日本の現

場にとって非常に役立つだろう。このときに、見

読性など電子記録の脆弱性を踏まえた上で保管期

間がどのように設定されているのかも参照できる。

続いては、ビーヴェンの視点から、日本の各機関

の実情に合わせたシリーズの設定を行う。各機関

にはすでに、行政文書ファイル管理簿で確認でき

るような、同一のファイル名を持つ同質のファイ

ルが多数存在するはずである。同じ機能を持つ他

機関で作られたシリーズであれば、そこに当ては

められるファイルも相当数に昇るのではないかと

期待される。また同じ業務から生まれたにもかか

わらず保存年限の異なるファイルも、同じシリー

ズに加える。こうすることで、本来は１つの種類

の保管期間のファイルで確認できた記録群が、他

の保管期間のファイルに分散したとしても、シリー

ズ単位でその記録群が関わる業務の因果関係を復

元できるため、一定程度アーカイブズ結合性も保

護される。一方で、現在の日本の法規では、１年

ずつ１つのファイルをつくり、そこに保管期間を

設定するよう定められているため、海外のように

シリーズ単位での処分が難しい。ファイルの保管

期間を１年ずつずらし、サブシリーズに相当する

ようなまとまりを作って処分を行うのも手間がか

かる。しかし、シリーズごとに保管期間や処分の

方法は画一化しておき、そのシリーズに含まれる

ファイルが毎年同じような処分を受けるという手

段をとることはできる。サンプリングが必要なファ

イルについては、周期的に１冊のみ移管するとい

うルールを設定しておくことで対処できる。

　以上のようなかたちで、EDRMS上で保管スケ

ジュールを設定する。さらに新しい機能や業務が

生まれれば、早期に鑑定し、保管スケジュールに

加えていく。鑑定の監査は定期的に実施し、保管

スケジュールを修正していく。このようなシステ

ムで電子記録を作成し保管することで、量と質の

問題に対応できる。

おわりに
　日本では「評価選別」と一括りにして捉えられ

ていた活動は、評価と選別の２つに分けて議論す

べきだというところを出発点とし、評価をあえて

鑑定という奇異な表現に変更した上で、電子記録

の選別と鑑定をどうすべきかについて論じてきた。

しかし、鑑定という言葉の意味を確認すれば、対

象物の価値と真贋の判断がそこには含まれる。こ

れをアーカイブズ学の視点で再考すれば、対象物

の価値の判断は、記録群作成者にとっては現用期

における保管期間の算定に、社会全般にとっては

アーカイブズで永続保存するかどうかの決定に相

当させられる。一方で、真贋の判断の方は、偽造

および改ざんの有無を確定する、真正性の評価に

当てはまる。このように見れば、鑑定という訳語は、

アーカイブズ学の用語としてのアプレイザルを意

味の上では正確に反映していると捉えられる。

　現在行われている「評価選別」は、ファイル単

位を基点としているため、ミクロ鑑定の一種であ

るとみなせる。電子記録を鑑定するとき、ここに

真正性評価の視点を加えることは有意義である。

しかし、記録管理の標準に準拠したEDRMSの使

用が定着していない現状において、真正性の評価

は真正性の検証にまで及ぶ可能性が高い。この作

業には大変な労力と時間が要求される。電子記録

が大量化する現代社会の状況を踏まえれば、真正

性の検証を伴うミクロの「評価選別」によってのみ、

その鑑定に対処するのは不可能であると断言して

いいだろう。したがって、電子記録の抱える量と

質の問題を解決するため、マクロ鑑定とEDRMS

の両方を取り入れていかなければならない。もち

ろん、これら両方に着手するのにはコストが必要

となるが、特にEDRMSについてはシステム導入

の費用だけでも多額になる。このコストの課題を
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解決しながら、いかに合理的にEDRMSの導入を

実現していくかも、今後検討していくことが求め

られる。

ウェブサイトへのアクセス確認日はすべて、2024

年１月29日である。
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